農業水利施設電力価格高騰対策緊急支援金交付要綱

第１　趣旨

　　知事は、物価高騰の影響を受けている土地改良区等を支援するため、土地改良区等に対し、予算の範囲内において、農業水利施設電力価格高騰対策緊急支援金（以下「支援金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、この要綱の定めるところによる。
第２　定義
　　この要綱において、土地改良区等とは、県営土地改良事業をはじめとする県から補助を受けて造成された農業水利施設を管理する（管理受託を含む）者のうち、次のいずれかに該当するものとする。
(1) 土地改良法第10条に基づき設立された土地改良区
(2) 複数の農業者が利用する農業水利施設を管理する農業者が構成員となる水利組合等の団体で、
代表者、組織の運営、施設の管理方法等を規約等で定めている団体

第３　支援金の金額
別表１に定める支援金額の算出方法により施設別に算出した額の合計額の範囲内とする。
第４　交付の条件
次に掲げる事項は、補助金の交付の決定をする際の条件とする。
(1) 支援事業を中止し、又は廃止しようとする場合、あらかじめ知事の承認を受けなければならないこと。

 (2) 支援事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善良
な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならないこと。

 (3) 支援金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書
類を支援金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。

第５　交付の申請

(1)  提出書類　各１部

　支援金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる書類を知事に提出するものとする。

ア　交付申請書（様式第１号）
イ　誓約書（様式第２号）

ウ　省エネルギー化推進計画（電力）（様式第３号）
　　ただし、ウについては、水利施設管理強化事業実施要綱（令和５年３月28日付け４農振第3060号農林水産事務次官通知）第６の３に規定する省エネルギー化推進型を申請した者（以下「省エネ型を申請した者」という。）は提出を省略できる。
エ　その他知事が必要と認める書類

(2) 提出期限

  別に定める日まで
第６　交付決定の手続等

(1) 知事は、第５(1)に規定する書類が提出されたときは、内容の審査を行い、支援金の交付決定又は不交付決定を行う。

(2) 知事は、支援金の交付決定をしたときは、交付決定通知書（様式第４号）により、支援金の不交付決定をしたときは、不交付決定通知書（様式第５号）により、申請者に対し通知するものとする。
第７　変更の承認申請
　　提出書類
計画変更承認申請書（様式第６号）
ただし、省エネ型を申請した者は提出を省略できる。

第８　実績報告
(1) 提出書類
実績報告書（様式第７号及び様式第７－２号）
ただし、省エネ型を申請した者は提出を省略できる。

(2) 提出期限

別に定める日まで
第９　交付決定の取消し

　知事は、第５(1)、第７、第８(1)に規定する書類の内容が事実と異なることが判明したときは、交付決定を取り消すことができる。
第10　返還

　支援金の交付決定を取り消された者は、既に支援金が交付されているときは、支援金を返還しなければならない。
第11　加算金及び延滞金

(1) 第９の規定により支援金の交付決定の取消しを受け、支援金の返還の請求を受けた者は、そ
　の請求に係る支援金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、支援金の額（その一部を納付し　
　た場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）100円につき１日３銭の割合で　　
　計算した加算金を県に納付しなければならない。

(2) 第９の規定により支援金の交付決定を取り消された者は、支援金の返還の請求を受け、これ
　を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納　
　額100円につき１日３銭の割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。

(3) (1)の規定により加算金を納付しなければならない場合において、第９の規定により支援金
　　の交付決定を取り消された者の納付した金額が、返還の請求を受けた支援金の額に達するまでは、その納付金額は、当該返還の請求を受けた支援金の額に充てられたものとする。

(4) (2)の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還の請求を受けた支援金
の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基
礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。

(5) 知事は、(1)又は(2)の規定による加算金又は延滞金の納付について、やむを得ない事情がある
と認めるときは、第９の規定により支援金の交付決定を取り消された者の申請により、加算金
又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。
第12  検査及び報告
(1) 知事は、支援金の適正な交付のため、必要に応じて申請者に対して、検査、報告、その他必要
な措置（以下「検査等」という。）を求めることができる。
(2) 申請者は、検査等の求めがあったときは、これに応じなければならない。
第13  その他
　  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。
　　　　附　則

　　この要綱は、令和４年12月23日から施行する。
　　
　　　　附　則

　　１　この改正は、令和５年８月３日から施行する。
　　２　この改正前に従前の規定及び様式により取り扱ったものは、改正後の相当の規定及び様式により取り扱ったものとみなす。

別表１（第３条）
　支援金の額の算定は、次のとおり行うものとする。
	算定式
	支援金の額＝エネルギー料金の高騰分×０．３ 

	留意事項
	（１）エネルギー料金の高騰分＝当年度のエネルギー料金－前年度のエネルギー料金－従来補助金額 

※前年度のエネルギー料金=当年度のエネルギー料金÷高騰率 

（２）エネルギー料金とは、諸油脂費及び電力料をいう。 

（３）エネルギー料金の高騰分には、（１）の算定式により算定される諸油脂費及び電力料の単価高騰による高騰分以外の高騰分を含めることを認めるが、その場合にあっては、単価高騰による高騰以外の高騰の事実を証明する資料等を省エネルギー化推進計画（電力）様式第３号（以下「省エネ計画」という。）に添付するものとする。 

（４）当年度のエネルギー料金とは、令和５年４月から令和５年９月までの期間において、省エネ計画に記載された施設に要することが確実に見込まれる諸油脂費（灯油、軽油及びＡ重油）及び電力料（基本料金及び使用電力料のうち電力量料金及び燃料費調整額）をいう。 

（５）従来補助金額とは、水利施設管理強化事業の一般型により既に補助されている金額をいう。 

（６）高騰率は、統計調査等により別途農村振興局長が定めるものを引用する。 

（７）支援金の上限額は、上記の算定式により得られる額又は、エネルギー料金の高騰分から、エネルギー料金の高騰分に対する本事業以外の補助金等の額を減じた額のうちいずれか小さい方の額とする。


